


また一方， 初任者の側については， 以前より臨時的に任用された講師等としての教職経

験を積んだ後に採用される者がおり， また， その教職経験も人により様々であること， 近

年ではほぼ全都道府県に設置された教職大学院を修了して採用される者も増えていること 

のほか， 一部の地域においては， 教員志望の学生を対象にして， 初任者の円滑な入職や必

要最低限の実践力獲得のためにいわゆる「教師養成塾」が行われているなど， 初任者の教 

職に関わる背景事情が多様化してきています。

初任者研修の実施に関しては， 「これからの学校教育を担う教員の賽質能力の向上につい 
て（答申）」（平成27年12月中央教育審謡会）において， 「初任者研修の弾力的な運用を可能 

にするよう現在の初任者研修の運用方針を見直すことが必要である」旨の提言がなされて 

いるところであり，以上のような状況を踏まえ，初任者研修の実施に当たっては，入職前， 

入職後を通して組織的かつ継続的に若手教員の育成が図られるよう，下記のことに留意し， 

必要な改善を図っていただくようお願いします。

各都道府県教育委員会におかれては， 域内の市町村教育委員会に対して本件の周知をお 

願いします。

記

1 校内研修の実施時間及び校外研修の実施日数の弾力的設定

初任者研修における研修時間・日数の目安としては， 従前， 文部科学省より， 校内研
修については週 10時間以上，年間300時間以上，校外研修については年間25 日間以上等を

都道府県教育委員会等に対して会謡等で周知してきたところである。

このことについて， 各地域における初任者研修を含めた若手教員に対する研修全体の 

実施状況等を踏まえ， 初任者研修の校内研修の実施時間及び校外研修の実施日数を弾力 

的に設定することが考えられること。

2 教職大学院修了者等に対する個別的対応

(1) 教職大学院修了者について， 当該教職大学院における学修の成果を踏まえ， 初任

者研修の実施に当たり， 一般の初任者が受ける内容の一部を実施しない， 又は一般 

の初任者が受ける内容よりも高度な研修を実施するなどの対応が考えられること。

(2) 採用前に臨時的に任用された講師等としての勤務経験を有する者について， 当

該講師等としての勤務期間において受けた研修等の成果を踏まえ， 初任者研修の

実施 に当たり， 一般の初任者が受ける内容の一部を実施しないなどの対応が考えら

れる こと。 このことに関連して， 必要に応じ， 臨時的に任用さ れた講師等に対

する研修 の充実についても併せて検討していただきたいこと。 






